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本日、ここに、鹿島市議会平成２６年３月定例会を招集し、新年度の各会

計予算をはじめ、諸案件につきましてご審議をお願いするものでございます

が、議案の提案に先立ちまして、鹿島市のこれまでの取り組みと最近の情勢

などについて申し上げます。 

 

【はじめに】 

 私が市長に就任してから４年になりまして、任期最後となる議会に臨むに

あたり、これまでの時間を振り返りながら、改めて市民の皆様の負託に応え

る重みというものを感じているところでございます。  

市長に就任した時に申し上げましたが、私の市政に寄せる思いを一言で表

すとすれば、「ふるさと鹿島に新しい風を吹かせたい、そして風通しの良い

まちにしたい」ということでした。その思いは今でも変わってはおりません

し、この４年間を、精一杯努めてきたつもりでございます。 

就任した年に策定しました「第五次鹿島市総合計画」においては、「みん

なが住みやすく、暮らしやすいまち」を鹿島市の目指す都市像として掲げ、

これまで「産業振興」、「福祉・保健・医療の充実」、「建設環境の整備」、

「教育文化の向上」、「地域資源を活かしたまちづくり」などに取り組んで

きたところでございます。 

 

【これまでの取り組みについて】 

このようなことを踏まえ、これまでの取り組みについて少し具体的に振り

返ってみますと、まず「産業振興」の分野では、佐賀大学や九州大学などの

学術・研究機関と連携し、中山間地域の荒廃園対策やイノシシの被害対策に

おける研究開発を進めてきましたほか、鹿島市の特色を活かした農産物につ
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いて「新たな品目の試験栽培」をはじめ、食品加工業者などの様々な業種の

交流による「新たな食の開発」、地元の食材を活用した｢ＳＯｉＳＯｉ（そ

いそい）｣など「新たな商品化」にも取り組んできたところでございます。 

また、都市圏の有名ホテルと鹿島における食材の産地との交流を深める

｢鹿島ぽてんしゃる｣事業などにより、地元の高校生と有名シェフとの間にお

ける実習的な交流など、将来につながる取り組みができてきたと思っており

ます。 

「福祉・保健・医療の充実」のための施策としましては、「子どもの医療

費助成の対象者の拡大」や「女性特有のがん検診の充実」などを進め、安心

して産み育てられる環境、健康づくりを推進してまいりました。 

「建設環境の整備」という面においては、国や県、ＪＲ九州と連携して、

まず、市の玄関口であります肥前鹿島駅のバリアフリー化整備事業を実施い

たしました。今後は、駅舎や駅前広場なども含めた一体的な整備について、

具体的な検討をしていく必要があると考えております。 

さらに、道路整備につきましては、市民の皆様からご期待が大きい有明海

沿岸道路の整備促進と延伸計画の要望を中心に、国や佐賀県に強い働きかけ

を行ってまいりました。 

また、定住促進施策の一つとして、古枝の「雇用促進住宅」を購入し、昨

年４月から「市営古枝住宅」として管理運営を開始いたしました。子育て世

代や市外からのＵターン者などの受け入れを促進するために、特に市外の方

について、家賃の減額や敷金の免除といった優遇策を設けたことにより、少

しずつではありますが、入居者数は増えてきているところでございます。 

そして、地域経済の活性化と住まいの安全安心の確保などを目的とした住

宅リフォームの助成制度につきましては、予想を上回る申し込みがありまし
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たので、予算の増額や制度の延長を行いながら、住環境の向上にはもちろん

のこと、市内の経済にも一定の効果が得られたと思っております。 

「教育文化の向上」を図る施策としましては、市内小中学校の耐震化や大

規模改修について、当初の計画より前倒しして実施いたしております。この

ことにより、災害時の避難場所となる市内小中学校の耐震化率は、平成２７

年度には１００％になる見込みであります。  

そのほか、「地域資源を活かしたまちづくり」として、「伊能忠敬来鹿２

００年記念事業」や「碁聖寛蓮碁式献上１１００年記念事業」の実施、スポ

ーツ合宿など、「鹿島に新しい風を吹かせたい」という思い、さらには子ど

もたちの向上心に応えるため、非日常、ホンモノの体験をしてもらいたいと

考えて、「地域の埋もれた宝を掘り起こす」という視点で、新たな取り組み

を行ってまいりました。 

これまで述べてまいりました様々な施策につきましては、今後取り組むべ

き課題を示した「鹿島ニューディール構想」にも掲げているところでありま

すが、今後、人口減少や少子高齢化が加速度的に進む中、鹿島市の都市機能

を維持していくためには、ニューディール構想の中でも優先的に取り組まな

くてはならないものが「シビックセンター再整備構想」であります。  

特に、平成２６年度には、その一端を担う「市民交流プラザ（仮称）」の

開設を控え、さらに県の現地機関の受け入れ先と考えております「新世紀セ

ンター（仮称）」の建設にも道筋をつけていきたいと考えております。  

 

【市民交流プラザ（仮称）の施設運営について】 

次に、「市民交流プラザ（仮称）」の施設運営について申し上げます。 

「鹿島ニューディール構想」の一つである「市民交流プラザ（仮称）」は、
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福祉会館などの老朽化対策、機能充実、市民の皆様から要望の多い子育て支

援施設などの設置や中心市街地の賑わい創出、交流人口の拡大などを目的と

しております。 

現在、庁内で組織する調整会議や関係団体との調整を進めながら、「いつ

でも」「誰でも」「気軽に」顔を出せるような施設運営を目指し、総合案内

の設置や、「交流スペース」といったフリースペースの有効活用、施設の相

互利用、開設日・時間帯の拡充など、利用者目線に立った運営について詰め

を行っているところでございます。 

 これらを可能にすることにより、ただ単に福祉会館の機能が「市民交流プ

ラザ（仮称）」に移転するのではなく、施設利用者以外にも幅広い年代の方

や地域の皆様が集い、憩える「居場所づくり」となりますし、また「交流し、

連携して活力を生み出す」新たな付加価値を備えた施設になるものと考えて

おります。 

 これらを具体的に申し上げますと、「各種事業などの利用促進による人・

もの・情報の交流促進」、「地域や市民等が連携・参画し、自主活動ができ

るような場の提供」、「憩いと安らぎを感じる魅力的な日常空間の演出など

による賑い創出」などでございます。 

今後、「市民交流プラザ（仮称）」が核となり、市民サービスの向上、中

心市街地の賑わい創出につながるような施設にしてまいりたいと考えており

ます。 

 

【佐賀県の現地機関の見直しについて】  

次に、佐賀県の現地機関の見直しについて申し上げます。  

佐賀県は、昨年１１月に県の現地機関の再編整備について素案を公表し、
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鹿島市に関係する分では、現在の鹿島農林事務所と武雄農林事務所を統合し、

｢杵藤農林事務所｣として鹿島市へ設置し、鹿島土木事務所と武雄土木事務所

を統合し武雄市へ設置するとしております。また、農業改良普及センターは、

現在の機能を維持しながら農林事務所の組織として再編されることになって

おります。 

私どもは、現地機関見直しの必要性には一定の理解を示すものであり、ま

た、再編後の農林事務所が規模を拡大して鹿島市へ設置されることは、第一

次産業を基幹産業と位置付ける本市にとっては歓迎することであり、農林業

振興に資するものと大いに期待するところであります。  

一方で、鹿島市は、これまで現在の｢鹿島総合庁舎｣の機能の存続を強く働

きかけてきた経緯もあり、土木事務所が市外へ移転することについては、防

災対策や国道、県道、河川などの整備や維持管理、許認可や各種手続きなど

の受付窓口機能、地域住民の相談窓口機能など、議会、区長会をはじめ、多

く市民の皆様に不安や懸念があることも見逃せません。  

そこで、県の素案公表以来、地域の不安を払しょくするため、いろいろな

段階を通じて県との協議を行い、具体的な提案を行ってきたところでありま

す。 

その結果、再編後も現在の土木事務所が担っている防災体制の整備、受付

相談窓口の設置、それぞれの担当職員の配置、土木事務所職員が必要に応じ

て鹿島庁舎に出向き、地域住民の皆様との打ち合わせや業務が行える「サテ

ライトオフィス」の設置などが示されました。 

また、再編後の杵藤農林事務所は、今年９月、一旦は現在の｢鹿島総合庁

舎｣の建物に移転しますが、鹿島市が建設を計画しております「新世紀セン

ター（仮称）」が完成した段階で移転することも確認されております。  
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これらのことは、先日の佐賀県議会の場でも質疑の中で表明されており、

概ね鹿島市が提案していた内容を満たしていると一定の評価をいたすところ

でございます。 

今後、さらに実務的に詳細を詰めていくことになりますが、県の現地機関

再編については、実際の「機能」の維持・充実と、地域住民の皆様に安心感

を与える「見え方」の両方が必要であると考えており、この機会をとらえ、

さらに鹿島市と佐賀県との連携を強化し、建設を計画している「新世紀セン

ター（仮称）」がこの地域の農林業振興や防災減災の拠点として有効に活用

されるものと確信しております。 

 

【鹿島市民会館建設研究会の進捗状況について】  

 次に、「鹿島市民会館建設研究会」の進捗状況について申し上げます。  

老朽化している鹿島市民会館への対応について、今後どのような方向に進

むべきか、それまで「まちづくり懇話会」の中で、市内の主要団体の皆様に

ご意見を伺ってまいりました。 

これをさらに深く掘り下げるため、市内の主要団体の代表者の皆様や公募

の皆様、そして学識経験者として佐賀大学の三島教授をお迎えし、新たに

「鹿島市民会館建設研究会」を昨年１０月に設置したところでございます。  

研究会では、最近における市民会館の利用状況やエイブルホールとの関係

などを踏まえた上で、市民会館が求められる「役割」や「機能」、そして

「建設の場所」や「建物の規模」などに関して、それらの項目ごとに議論し

ていただいております。 

これらのご意見は今月末を目途に報告書としてまとめていただくことにな

っておりますので、市民の皆様には、その内容を踏まえてどのような方向で
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進んでいくべきか、何らかの形で市としての方針をご提示したいと考えてお

ります。これが市民会館を建設するという方向で進んだ場合には、市民会館

建設基本計画の策定を行う「市民会館建設検討委員会」を設置し、建設の基

本コンセプトなどを策定していく所存でございますので、市民の皆様はもち

ろん、議会の皆様のご理解、ご協力を賜りますよう、よろしくお願いいたし

ます。 

 

【東部中学校改築事業について】 

次に、東部中学校改築事業について申し上げます。  

東部中学校の南棟と中棟は、長年学び舎として多くの生徒を見守ってまい

りましたが、建築から約５０年を経過し、老朽化するとともに、安全・安心

の指標である耐震度も不足しておりましたことから、２５年度、２６年度の

２カ年をかけて改築工事を行っております。 

 その改築工事にあたっては、災害発生時において生徒たちの安全を確保す

るとともに地域住民の避難場所となることを視野に入れて、長期間にわたる

避難生活にも対処できる機能を備えるような施設にしたいと考えております。  

まず、避難者の収容スペースとしては、体育館を主に使用することになり

ますが、高齢者や障がいをお持ちの方など、いわゆる要援護者と言われる

方々のための避難スペースとして、多目的室を１階に設け、同じ１階に避難

施設や炊き出し施設となる被服室や家庭科室を配置し、長期にわたる利便性

を確保しております。 

また、体育館の近くには、トイレ・シャワー施設と避難生活の必需品を備

蓄する倉庫を複合して備える「屋外便所棟」を設け、通常のトイレとは別に、

オストメイト対応のトイレを男子用、女子用各１か所、さらに温水シャワー
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施設にも男女各１か所障がい者用を整備し、備蓄倉庫には、６００食分の食

料や当面の飲料水、６００枚の毛布などを蓄える予定としております。  

 これに加えまして、新しい校舎の屋上には、鹿島市の公的施設では初めて

となる２０ｋｗの発電能力がある太陽光発電施設を設けるほか、災害で電源

を失った場合に非常用発電装置や上水道が使えないときには、地下水を汲み

あげて浄水する装置も備えております。 

 このように、災害時に避難者が安全に、安心して避難生活を送れるように

万全を期して設備を備え、佐賀県内では初めてとなる避難所としての機能を

備える学校が年末には誕生するところでございます。 

 

【市制施行６０周年記念事業について】  

 次に、市制施行６０周年記念事業について申し上げます。  

鹿島市は平成２６年４月１日に市制施行６０周年を迎えます。  

人生であれば、「還暦」を迎える年に相当するということから、今年は６

０年の歩みを振り返り、新たな出発点に立つという節目を念頭に置いて、記

念事業を実施する予定でございます。 

記念事業においては、未来の鹿島市を担っていく子どもたちにも、その主

役となって事業を盛り上げてくれることを期待しております。  

さらに、この記念事業は、鹿島市の歴史・伝統・ものづくりにも光を当て

るとともに、市民の皆様との絆をより深めていく機会でもありますので、次

の４つの視点で事業を行うことにしております。  

１つ目に、「これまで先人たちが築き上げてきたものを振り返る。」２つ

目に、「モノづくりを土台として発展してきた歴史から、この６０周年とい

う節目に、いま一度、鹿島市のものづくりに焦点をあてる。」３つ目に「未
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来を担う子どもたちにとって深く心に残り、子どもたちが夢を膨らませるこ

とができるような事業を実施する。」最後に、「市民の元気が出るような、

市民も参加できるイベントを行う。」でございます。 

このようなことをコンセプトに掲げながら、今年１０月２６日に記念式典

を実施するほか、様々な記念イベントを開催する予定でございます。  

鹿島市の今日の姿を築き上げていただいた先人の皆様への感謝と、将来を

担う子どもたちへの期待を込める意味から、市民の皆様とともに、市を挙げ

てお祝いをすることで、市政の更なる躍進を目指していきたいと考えており

ます。 

 

【スポーツ合宿の状況について】 

次に、スポーツ合宿の状況について申し上げます。  

鹿島市では、陸上競技場や隣接するクロスカントリーなど恵まれたスポー

ツ資源を活かしたまちづくりの一つとして、平成２３年度からスポーツ合宿

の誘致に取り組んでいるところでございます。  

 年々参加団体が増えており、３年目となる本年は新たに「早稲田大学」

「國學院大學」なども加わり、２月１２日から３月２０日までの期間に約１

３０人の選手とスタッフの皆さんが、鹿島で合宿をされることとなりました。 

ホテルや商店街、飲食店、物心両面にわたるサポートや激励をいただきま

した市民の皆様や事業所の皆様など、多くの方々のご協力をいただき、充実

した合宿となっておりますことをご報告し、また、支えていただいている皆

様方に心から感謝申し上げます。 

このスポーツ合宿を誘致するにあたりましては、「一流の選手たちを、子

どもたちにじかに見てもらいたい」、「全国各地から鹿島に来る選手たちと
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市民や子どもたちとの交流を大切にしたい」という思いがございました。そ

のような思いから、子どもたちを対象とした「陸上教室」や「合同練習」、

幼稚園児と学生との「交流会」などを実施したところであり、その中で子ど

もたちの生き生きとした目や笑顔がとても印象に残っております。  

また、「第６３回公認鹿島祐徳ロードレース大会」では、本年の箱根駅伝

優勝校の東洋大学や北京オリンピック代表の竹澤健介選手など多くの実力派

の皆様に鹿島を訪れてもらい、様々な交流やつながりができました。その中

でも倉敷高校におかれましては、１０名以上の選手が「高校１０キロ」の部

に出走され、本年夏頃に多くの生徒による鹿島で合宿のお約束をいただいた

ところでございます。また、各校の応援のため、ＯＢをはじめ多数の市外の

方々が鹿島を訪問されていることもご紹介しておきます。  

合宿誘致制度がスタートしてまだ３年目ですが、ほとんどの団体がリピー

ターとなっていただいており、市民の皆様のご協力のもとに「スポーツ合宿

のまち鹿島」が定着していくものと確信しているところであります。  

今後とも、スポーツ振興を通じた鹿島市の活性化のために物心両面にわた

るご支援とご協力を賜りますよう切にお願い申し上げます。  

 

【産業活性化施設 海道（みち）しるべの開設について】  

最後に、産業活性化施設「海道（みち）しるべ」の開設について申し上げ

ます。 

「地域農業再生に向けた取り組み」、「６次産業化・農商工連携に向けた

取り組み」、「観光資源としての活用」の３つを大きな柱に、現在多良岳オ

レンジ海道沿いに建設中の産業活性化施設は、いよいよ建物の完成が間近に

なりました。 
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昨年の１０月から１１月にかけてこの施設の愛称を公募いたしましたとこ

ろ、全国から７９３件ものご応募をいただきました。選考の結果、「海道

（みち）しるべ」という愛称に決定させていただきました。この愛称には、

多良岳オレンジ海道沿いの、この施設での取り組みや人の結びつきが、農業

や地域産業の未来に向けての道しるべになって欲しいという願いが込められ

ております。 

建物の完成後、外構の整備などを整えてからオープンをさせていただくこ

とになります。鹿島市の産業活性化の拠点として多くの方々に有効にご利用

していただくことを期待しているところでございます。  

 

以上、３月定例会の開会にあたりまして、鹿島市のこれまでの取り組みと

最近の情勢について申し上げました。今後とも市民の皆様並びに議員の皆様

の更なるご理解とご協力を重ねてお願い申し上げます。  

 

 それでは、提案いたしました案件について、その概要を説明いたします。

議案は、当初予算、補正予算など合計２１件でございます。  

【平成２６年度予算案について】 

 まず、 議案第１号 平成２６年度鹿島市一般会計予算について申し上げ

ます。 

 わが国の経済は、景気回復の兆しが見えてきているとされていますが、長

引くデフレの影響、ＴＰＰ問題、４月からの消費税増税の影響など、依然と

して景気の先行きに不透明感が続いております。これまでにも、国庫補助負

担金や地方交付税の削減が行われ、加えて、東日本大震災の復興財源確保に

ついての国の動きは地方財政へ影響を及ぼしており、地域格差の拡大など、
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我々、地方自治体を取り巻く状況は、引き続いて厳しい状況にあります。こ

のため、地方財政においては、地方税収入は増加するものの、社会保障関係

経費の自然増、公債費が高い水準で推移することなどにより、依然として大

幅な財源不足が生じる見込みとされております。  

このような経済、財政状況を念頭に置きながら、鹿島市の平成２６年度の

予算編成にあたっては、「第五次鹿島市総合計画」の理念に沿った市政運営

を基本とし、「行財政改革大綱」、実施計画と中期財政計画、これに国が示

す「地方財政計画」の指針を踏まえて予算編成を行うことといたしました。  

なお、平成２６年度は市長改選期にあたりますので、当初予算においては

新規の政策的事業は計上いたしてはおりません。選挙後の６月議会において

新市長の施政方針に基づき、新規施策などの政策的経費を加えた補正予算を

提案することになろうかと存じます。 

その中で、平成２６年度鹿島市一般会計予算においては、平成２５年度か

らの「地方都市リノベーション事業」や「東部中学校改築事業」など大型の

継続的事業の実施により、総額は１３５億８，９００万円となり、平成２５

年度当初予算と比較いたしますと７．４％増となっております。「第五次鹿

島市総合計画」に盛り込まれている重要な政策的事業である定住促進、子育

て支援、交流人口拡大などの実現に向け、地域における中核都市としての復

活を目指す「鹿島ニューディール構想実現型」の予算となっております。  

このうち、歳入では、主要一般財源である市税が、個人市民税や固定資産

税の増加により１．１％の増となる見込みであります。しかし、地方交付税

は、地方財政計画によると全体枠で１．０％減とされていることなどから、

臨時財政対策債を合わせた実質的な地方交付税につきましては、４．０％減

で計上いたしております。 
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一方、歳出につきましては、人件費、扶助費、公債費といったいわゆる

「義務的経費」は、公債費の減などにより、０．３％減となっております。

また、産業活性化施設の設置や消費税増税に伴う経費の増、扶助費の増など

により、「消費的経費」全体では２．８％の増となっております。  

また、市債残高につきましては、平成１２年度の１３８億円をピークとし

て、平成２６年度は９２億円となり、４６億円の減少を見込んでおります。

このうち、地方交付税で償還費が全額措置される臨時財政対策債を差し引く

と、建設事業に充てた実質的な市債残高は、４９億円程度となり、この償還

につきましても約５割の交付税措置が見込まれております。  

投資的事業につきましては、全体で前年度比４８．９％増で計上いたして

おり、うち補助事業は、本年から引き続いての「地方都市リノベーション事

業」や「東部中学校改築事業」などにより２００．０％の増となっておりま

す。単独事業につきましては、「保育所整備事業」などの減により４２．

０％の減となっております。このほか主な事業としましては、民生費では、

「地域共生ステーション防災対策整備事業」、農林水産業関係では、「儲か

るさが園芸農業者育成対策事業」「水産基盤ストックマネジメント事業」、

土木関係では、「社会資本整備総合交付金事業」「伝統的建造物群保存地区

対策事業」、教育関係では、「小中学校耐震補強大規模改造整備事業」など

を計上いたしております。 

このほか、「基幹水利施設ストックマネジメント事業」をはじめ、「経営

体育成基盤整備事業」などの県営事業につきましても、県と連携し、また、

補助事業や市単独事業と有効に組み合わせながら、都市基盤の整備、産業経

済基盤の強化、市民生活の利便性向上など都市機能の充実を図っていく方針

でございます。 
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これらの施策の主要財源となります市税や普通交付税の動向には、なお不

透明な部分もございますので、当初予算の編成段階では、財政調整基金から

４億３，０００万円、公共施設建設基金から３億７００万円の繰り入れを計

上いたしており、また市債で臨時財政対策債を４億円発行することで、一般

財源所要額の確保を図っております。 

今後、税収や地方交付税の動向を注視しながら歳入確保の努力と、歳出削

減や効率的な事業運営の努力を続け、できる限り基金からの繰り入れを圧縮

していきたいと考えております。 

 続いて、 議案第２号 から 議案第７号 までの６議案について申し上

げます。 

 これらは、平成２６年度の各特別会計及び水道事業会計の予算案でござい

ますが、各会計につきましても、一般会計と同様に厳しい経済、財政状況を

勘案しながら、健全な財政を維持し、かつ、効率的な事業運営を目指し、予

算編成を行っております。 

 

【平成２５年度補正予算案について】 

 次に、 議案第１４号 平成２５年度鹿島市一般会計補正予算（第５号）

について申し上げます。 

 今回の補正は、年度末を迎えるにあたり、主に決算見込みや事業確定に伴

う経費の増減などについて計上いたしており、予算の総額から、４億９，６

５９万５千円を減額し、補正後の総額を１３５億５，７６３万１千円といた

すものでございます。 

 このうち歳入では、市税の決算見込み額を計上し、加えまして事業確定に

伴う国県支出金、分担金及び負担金、市債などの増減調整をいたしておりま
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す。 

 そのほか、市町村振興宝くじ収益金交付金として、総額１，８６７万８千

円の配分を受けましたので、当該交付金の趣旨を踏まえ各種事業の財源とし

て活用してまいります。 

一方、歳出につきましては、事業確定に伴う経費の増減が主なものでござ

いますが、今回、国の補正予算に伴う「社会資本整備総合交付金事業」をは

じめとする２事業を前倒しして実施することとし、新たに計上いたしており

ます。 

さらには、株式会社スーパーモリナガ様から環境美化事業のため、ご寄附

をいただきましたので、その趣旨に沿って有効に活用させていただくことと

いたしております。 

また、伝統的建造物群保存地区対策事業など１０事業につきましては、工

事の遅れなどの理由から、一部を平成２６年度に繰り越して支出する必要が

あるため、繰越明許費も合わせて提出いたしております。  

 続いて、 議案第１５号 から 議案第１９号 までの５議案についてで

ございますが、これらは、平成２５年度の各特別会計及び水道事業会計の補

正予算案であり、主に決算見込み及び事業費確定による補正となっておりま

す。 

 

【その他の議案について】 

 次に、予算以外に関する案件について申し上げます。議案は、報告２件、

条例制定２件、条例改正４件となっております。  

 はじめに、専決処分事項の報告について申し上げます。  

  報告第１号 は、市議会閉会後に発見する予算その他の誤りの訂正につ
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いて、 報告第２号 は、交通事故による損害賠償の額の決定について、市

長の専決処分事項の指定に関する条例の規定により、それぞれ専決処分した

もので、地方自治法第１８０条第２項の規定により報告いたすものでござい

ます。 

続いて、新規条例の制定に関する２議案について申し上げます。 

まず、 議案第８号 鹿島市産業活性化施設設置条例の制定についてでご

ざいます。これは先ほども申し上げましたが、農林水産物をはじめとする鹿

島の地域資源の加工、研究そしてそれらに係る地域間の交流などを通じ、地

域産業の活性化に寄与するための産業活性化施設を設置することに伴い、条

例を制定するものでございます。 

 次に、 議案第９号 鹿島市水道事業の剰余金の処分等に関する条例の制

定について申し上げます。 

これは、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための

関係法律の整備に関する法律、いわゆる地域主権一括法の施行による公営企

業法の改正に伴い、毎事業年度生じた剰余金の処分の手続きを条例で定める

ことができるようになりましたので、平成２６年度からの新しい会計基準の

適用に合わせて、水道事業の財政的基盤を確立し、その健全な運営を図るた

めに条例を制定するものでございます。  

 続いて、条例改正に関する４議案について申し上げます。  

 まず、 議案第１０号 鹿島市特別職の職員で非常勤のものの報酬並びに

費用弁償支給条例の一部を改正する条例について申し上げます。  

これは、中央教育審議会による、特別支援教育に関する提言を受けて、教

育委員会において「適正就学指導委員会」の名称が変更されることになりま

したので、条例の規定を整備するものでございます。  
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 次に、 議案第１１号 鹿島市職員給与条例の一部を改正する条例につい

てでございますが、平成２６年度から職員研修の一環として、職員を首都圏

に派遣する予定があることから、地域手当を支給することについての規定を

設けるものでございます。 

 次に、 議案第１２号 鹿島市税条例等の一部を改正する条例について申

し上げます。 

これは、地方税法の一部改正による税制改正に伴う規定の整備と、納税す

る方の納税機会を拡大するために市税の納期を変更することについて、所要

の改正を行うもので、鹿島市税条例、鹿島市税条例の臨時特例に関する条例

及び鹿島市国民健康保険税条例の３条例を改正するものでございます。  

 最後に、 議案第１３号 鹿島市社会教育委員に関する条例の一部を改正

する条例について申し上げます。これまで社会教育法で定められておりまし

た社会教育委員の委嘱の基準について、地域主権一括法の施行によりその基

準については、条例で定めることとなりましたので、関係規定を整備するも

のでございます。 

 

 以上、提案いたしました議案の概要について説明いたしましたが、詳細に

つきましては、ご審議の際、担当部長又は課長が説明いたしますので、よろ

しくご審議いただきますようお願い申し上げます。  

 

 

 


